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Ⅰ．はじめに

現在，わが国を代表するような企業の多く
が，かつてない苦境にあるといわれている。と
りわけソニーやパナソニック，シャープなどの
家電・エレクトロニクス産業の凋落は目に余る
ものがある。かつてこれらの企業は欧米の巨大
企業に果敢に立ち向かうチャレンジャーであっ
たし、イノベーターであった。彼らは1980年代
以降は王者であり，その地位は揺るぎないもの
に思われた。

1990年代以降になると，産業構造のグローバ
ル化が本格的に進展し，これまで無名であった
発展途上国の企業が競争力を持つようになり，
韓国や台湾，中国などの企業との激しい競争に
さらされ，一部の企業には完全に逆転されてし
まった。こうした逆転現象は経済学的には産業
構造の変化という観点から説明できよう。かつ
ての日本企業も，現在の途上国企業と同じよう
に，欧米の大手企業との競争に打ち勝ってきた
歴史がある。これはある意味コストの問題であ
り，問題は単純である。生産拠点が途上国に
移っただけのことだ。水は高いところから低い
ところへと流れるものである。

しかし，日本企業が負けているのはそうした
途上国の企業だけではない。アメリカではデル
コンピュータやアップル，もっと地味なところ
ではVIZIOなどの液晶テレビメーカーが競争力
を発揮するようになっており，日本企業の多く
は彼らに対しても後れを取るようになってきて
いる。日本企業との競争に敗れたはずのアメリ
カで，新たな企業が多数生み出され大きな力を
発揮するようになっている。

また，20世紀から21世紀にかけては，わが国
だけではなく多くの先進国を代表する巨大企業
がいとも簡単に経営破たんしてしまった。米ゼ
ネラルモーターズ（GM）はその典型的なケー
スである。かつてGMのマネージャーは『GM
にとって良いことは、アメリカにとっても良い
ことだ』と言ったといわれている。巨大企業は
一国の経済・社会に大きな影響力をもたらして
おり，まさか破たんするとは考えられてこな
かった。わが国でも大企業の破たんは珍しいこ
とではなくなった。企業を存続させるためのリ
ストラは日常茶飯事となった。かつては大企業
が破たんすることは大変珍しいことであった
し，リストラを行う経営者は無能扱いされてき
た。

こうした変化にはどのような背景があるの
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か。本稿ではこれらの変化には経済学でしばし
ば指摘されている産業構造の変化，あるいは経
営学で指摘されている環境の変化という視点‐
企業を取り巻く外部環境の変化という視点から
だけではなく，企業組織そのものの変化という
視点から論じていく必要があると考える。企業
の変化のプロセスを企業の誕生，近代企業の形
成，巨大化，巨大化の限界，ネットワーク化と
いうプロセスでとらえ，企業がいかに変革して
いったのかについて考察を行い，現代の企業は
どのような方向へと進んでいるのかということ
について考察を行うこととしたい。

Ⅱ．市場と企業：
企業の誕生から巨大組織への成長まで

企業は資本主義が進展する以前から存在し，
その一部は現在でも存続している。当初の企業
は小規模で，一時的なものであったとされてい
る。しかし数世紀の歴史を通じて，大規模で，
継続的に事業を行う企業体が支配的な存在と
なっていった。20世紀はそうした企業，とりわ
け大企業の時代であったといっても過言ではな
い。そこでまず，現代に見られる典型的な企業
‐大規模で、継続的に事業を遂行している企業
がいかにして形成され成長していったのかにつ
いて考察することとしたい。

1 ．企業の誕生：経済学における考察
企業がなぜ形成されるのかについては，経済

学者を中心として多くの分析が行われてきた。
彼らの多くは，市場メカニズムを議論の出発点
として，企業とは市場を補完するものとしてと
らえている。新古典派経済学における完全市場
モデルは規範的・理念的モデルであって，実際
には財の分割不可能性，外部性などの存在ゆえ
に，完全市場において機能するはずの価格シス
テム‐見えざる手（Smith, 1776）は十分に機
能しない。価格メカニズムがうまく機能しない
状況において集団的行動の利点を実現するため
の手段（Arrow, 1974），市場の不確実性への対

処（Coase, 1937）という観点から企業が形成
されるという指摘がされてきた。

これらの理論を「取引コスト」という観点か
ら整理・体系化し，「点」としての企業から「ヒ
エラルキー」としての企業の形成を考察したの
がウィリアムソン（1975）である。彼は①人間
の限定合理性と機会主義的行動，②環境におけ
る不確実性と少数性という観点から，企業は特
定の取引を市場メカニズムに委ねるか，ヒエラ
ル キ ー の 中 に 取 り 込 ん で い く の か を 決 定

（make or buy）するものとしてとらえた。

2 ．企業の誕生：歴史的考察
では具体的に，現代の企業はいかに形成され

ていったのか。継続的に事業を行う最初の企業
は，1602年のオランダ東インド会社であったと
されている。当時の企業は，企業体というより
も一種のプロジェクトであり，事業が終了する
たびに解散していた。オランダ東インド会社は
出資を固定し，継続的に事業を推進することに
よって競争力を発揮することができた。出資者
は有限責任を負い，そのシステムがその後の株
式会社制度の源泉となった。これらの企業の設
立・事業の独占は国家の許勅に基づいて行われ
たものではあったが，ここに持続企業体－ゴー
イング・コンサーンとしての企業が誕生した。

産業革命以降における工業化の進展は，これ
までよりもはるかに巨額の資本を必要とした
が，分散する広汎な出資者を集め巨額の資金を
調達する上で株式会社制度は大きな役割を発揮
した。しかし，巨額の資金を調達できるだけで
は企業を物理的に大規模化することはできな
い。企業を大規模なものにするためには，先述
した資金調達手段の確保だけでなく，組織編成
原理の確立・従業員の管理手法の確立や，販
売・調達の安定化と大量生産システムの確立な
ど，企業内外のさまざまな要因が成立する必要
があった。これらの要因が成立することによっ
て，企業は理論上のみならず，実際に大規模化
することができた。以下に，これらの要因が成
立していった背景について論じることとする。
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⑴　近代企業の誕生と官僚制
19世紀半ばに至るまで，多くの企業は小規模

なままにとどまっていた。そうした中で，チャ
ンドラー（1962）はアメリカの鉄道会社の事例
を取り上げ，これらの鉄道会社において複数の
部門とそれらをまとめる中央組織－トップ・マ
ネジメントの設置という，組織編成原理におけ
る重要なイノベーションが行われ，企業が近代
的なマネジメント体制を形成する契機となった
ことを指摘している。いわゆる「近代企業」の
成立である。鉄道会社が採用したマネジメント
体制は他産業における模範になっただけでな
く，近代化された鉄道会社そのものが全国市場
の形成およびそれを前提とする他産業の近代化
を促進していった。南北戦争後の鉄道建設ラッ
シュによりアメリカ全土に渡る物流ネットワー
クが完成され，全国的な市場が形成された。全
国市場の誕生に呼応する形で多くの企業が水平
統合，垂直統合を経て巨大化することで販売・
調達の両面において支配力を高めていった。企
業はもはや単なる市場を補完する付随物ではな
く，市場に代わって財やサービスの生産・配分
を行う強力な主体‐マネジメントという「見え
る手（Chandler, 1977）」によってコントロー
ルされる，無視することのできない存在となっ
た。

社会学的な観点からは，近代企業の編成原理
はウェーバーの提唱した「官僚制」によって説
明することができる。官僚制は公式化された規
則・専門化という原則により生み出され，職能
的な部門化，権限の集中，管理範囲の限定・明
確化，指揮命令系統に従った意思決定などを企
業組織にもたらした。公式化・専門化という官
僚制の原則に従う限り，理論的には企業をいく
らでも巨大化することが可能となったのであ
る。

⑵　�従業員の管理手法とフォード・システム：
大量生産体制の確立

どれだけ企業を大規模化することが可能で
あったとしても，どれだけ部門化をうまく行っ

たとしても，そこで働く人－従業員をうまく管
理しなければ，企業組織は機能しない。伝統的
な企業においては，雇用主・従業員は双方から
どれだけ奪うことができるかという考え方が支
配的であり，怠業が常態となっていた。その結
果として低生産性とそれにともなう低収益・低
賃金という，双方にとって好ましくない結果を
生 み 出 し て い た。 そ う し た 中， テ イ ラ ー

（1947）は，19世紀末に雇用主と従業員の双方
に最大限の利益をもたらそうという観点からい
わゆる「科学的管理法」を生み出した。科学的
管理法は①経験則ではなく作業を科学的に分析
すること，②労働者の科学的選択と教育・訓練
を通じた能力の発達，③作業現場への科学的手
法の反映，④マネジャーと労働者の仕事と責任
の分担より構成される。科学的管理法は，労働
組合を中心にさまざまな批判を浴びながらも多
くの職場に応用され，とりわけ製造現場におい
て大きな影響を与えた。

科学的管理法を最大限に利用して成功したの
がフォードである。フォードはこれまで職人仕
事であった自動車の組み立てを①生産の標準
化・規格化，②移動組立法（ベルトコンベアー
を用いた流れ作業方式）を活用することによっ
て非熟練労働者でも可能にしていき，なおかつ
低価格で高品質の車を大量生産することを可能
にしていった。これがフォード・システムであ
る。その結果，それまで「貴族のおもちゃ」
だった自動車を一般労働者が購入できるように
なり，大量生産と大量消費のサイクルが形成さ
れることとなった。科学的管理法とそれを応用
したフォード・システムの導入により生産性が
劇的に高まった結果，企業は巨大な生産力を，
従業員は高賃金を獲得すると同時に消費者とし
て巨大な購買力を獲得することができたのであ
る。

3 ．企業における経営資源の蓄積
新古典派経済学においては市場と組織は相互

に補完的な関係にあり，市場と組織の選択を市
場あるいは組織内の「取引」の選択という観点
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から考察を行ってきた。確かに市場メカニズム
の本質は取引であるものの，組織内における取
引は組織において行われる行為の一側面を示し
ているだけに過ぎない。そうした中で，ペン
ローズ（1995）は企業を，管理の枠組みの中に
蓄積された生産資源－物的・人的資源の集合体
としてとらえ，多角化や買収などを例に挙げな
がら，企業の成長が事業活動での経験を通じて
行われることを明らかにしていった。彼女の考
え方はやがて資源戦略論，資源ベースの戦略論

（Barney,1991）へと発展していき，特定の資源
の蓄積が企業の成長・戦略的機会をもたらすと
いう考え方が導き出されていった。

4 ．巨大企業の成長と部門化の進展
株式会社制度，近代企業制度，科学的管理法

などを中心とした諸要因により，大量生産と大
量流通を企業内に統合することが可能になり，
企業はトップ・マネジメントを頂点に製造・購
買・マーケティング・・・など，さまざまな機
能を内部化し，蓄積することとなった。先述し
たフォードは鉄鉱石やゴムなど原材料の調達ま
で自社に取り込んでいた時期があった。また馬
車会社であったゼネラル・モーターズは買収に
よりさまざまなブランドを擁する世界最大の自
動車メーカーへと発展していった。企業はさま
ざまな経路を経て複雑化・巨大化していった
が，基本的にはラインとスタッフから構成され
る形態－ライン・スタッフ組織へと進化して
いった。ライン・スタッフ組織はその後現代に
おける代表的な組織形態である①規模の経済
性，技術的合理性を軸として形成される職能部
門制組織，②範囲の経済性，マーケティング志
向の観点から成立していった事業部制組織，③
両者の利点を同時に追及しようとしたマトリク
ス組織，の 3 つの原型となった。これら 3 つの
組織形態の中でもとりわけ事業部制組織は非常
に多くの企業に採用され，大企業における支配
的な組織形態となった。

これらの企業は20世紀を通じて成長し，巨大
企業は20世紀半ば以降には支配的な地位を確立

した。とりわけアメリカにおいては大手200社
の産業会社の企業総資産は全体の過半を占める
までに至った。その結果，20世紀はしばしばマ
ネジメントあるいは巨大企業の世紀，そしてそ
れらを擁するアメリカの世紀などと言われるよ
うになった。巨大な資本および組織を擁するこ
とは企業の競争力とほぼ同義となり，企業を永
続させるためにも世界中の企業が規模をめぐる
競争を行うこととなった。巨大企業が企業間の
競争に敗れ，破たんすることはほとんど考えら
れなかった。

Ⅲ．巨大企業の限界

20世紀の終盤以降，先述したような企業規模
をめぐる競争は大きな転換点を迎えた。企業は
巨大化し，その組織構造は一定方向へと進化す
るものと考えられてきた。環境との適合性とい
う観点からそれらを整理・体系化したのが条件
適合理論である。条件適合理論によれば企業は
先述した職能部門制組織，事業部制組織からよ
り複雑なマトリクス組織へと進化すると考えら
れてきたが，マトリクス組織を採用した組織は
成功しているとは言い難かった。むしろ多くの
企業がダウンサイジングを行い規模を縮小させ
ただけでなく，組織構造をよりシンプルなもの
に変えていく傾向が顕著になっていった。なぜ
そのような変化が起こったのか。ここでは①資
本の重要性の変化，②組織編成原理の変化，③
イノベーションがもたらすジレンマとその源泉
の変化という観点から論じていくこととする。

1 ．資本の重要性の変化
企業はヒト・モノ・カネなど，さまざまな資

本を投下して利益を得る。貨幣経済が発展して
からは長期にわたってカネは重要な資本であり
続け，とりわけ巨額の資本を必要とする産業社
会においてその重要性は高くなった。産業社会
においてはカネのあるところにヒトやモノが集
まってきた。労働者はカネで会社に縛られる存
在－日本ではしばしば「サラリーマン」と呼ば
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れる－存在になっていった。
20世紀も終わりに近づくと，そうした様子は

一変した。現在はカネよりも知識が重要な資本
となっている。ドラッカーはこうした状況を知
識社会と呼んだ（Drucker, 1993）。そうした社
会においては，知識こそが唯一の意味ある資本
となっている。優れた知識を持った労働者（雇
われ経営者も含む）は，もはや特定の資本や企
業に縛られることはない。自由に企業を移るこ
とができるし，自分で企業を設立することもで
きる。もし企業がそういう人材を引き留めよう
とするならば，法外な金額の「黄金の手錠」を
提供することが求められることとなる。しかし
それをためらえば巨額の損失を生み出すことも
ある。岩井（2003）はイギリスのサーチ＆サー
チ社という会社の事例を取り上げている。同社
の創業者であるサーチ兄弟は優れた広告マンで
あったが派手な生活を送っており会社に対して
多額の報酬を要求していた。大株主である機関
投資家はサーチ兄弟の態度が気に入らず彼らを
解任させた。怒った兄弟は新たな会社（M&C
サーチ社）を設立したが，有能な幹部社員や大
口顧客までもがサーチ兄弟の新たな会社にごっ
そりと移ってしまった。やがて新たな会社は従
来の会社の規模を追い越すまでに成長した。現
在ではこうした有能な人材をめぐって，熾烈な
獲得競争が行われる場面がしばしば見られるよ
うになった。近年，雇用の流動化がもたらす問
題，特に従業員に不利益な側面がさまざまな面
で強調されてきた。しかし雇用の流動化は企業
にとっても重大な問題をもたらす。これまで従
業員を容易に拘束することができた企業は従業
員，とりわけ高度な知識を持った有能な従業員
の流動化が促進され，彼（彼女）らを引き止め
ておくことが困難になったのである。彼（彼
女）らは知識を持ち運ぶことができるだけでな
く，競合する他社に容易に移転することができ
るということを，近年の日本企業の一部は身を
以て痛感した。

2 ．組織編成原理の変化
巨大企業は近代企業およびそのベースとなっ

た官僚制というシステムを用いることによって
成長していった。官僚制によって編成された企
業組織は規則と専門化に基づき能率的に職務を
遂行できるはずであった。しかし規則化や専門
化が進行すると意思決定のスピードが遅くな
る。ドッグイヤーと呼ばれる環境の変化が著し
い現在においては，意思決定のスピードの低下
はしばしば致命傷となり，競争における敗北を
決定する最も重要な要因となる。

さらに過度の官僚制の進行はしばしば規則そ
のものが手段から目的へと変化する「官僚制の
逆機能（Merton, 1957）」という現象をもたら
す場合がある。逆機能が進行するとますます規
則は増大し，企業の意思決定はマヒし，競争力
は低下し，機能不全に陥ることとなる。

現在，多くの大企業が官僚制のもたらすデメ
リットを理解するようになり，管理の範囲を広
げて組織をできる限りフラットにしたり，権限
を現場に委譲するエンパワーメント，部門を補
強し時に代替するチーム構造を取り入れるよう
になってきた。できる限り組織を小さく維持す
ること，徹底的にムダを省くという観点から組
織を構築しようという試みが求められるように
なった。

3 ．�イノベーションのもたらすジレンマとその
源泉の変化

20世紀の半ば以降まで大企業はイノベーショ
ンの中心的な担い手であった。現在でも自動車
産業などではそうした傾向が見られる（藤本＝
クラーク，2009）。新薬の開発に長期間と莫大
な費用がかかる医薬品産業なども大企業の内部
で開発が行われてきた。バイエル薬品のアスピ
リンなどはその代表格である。かつては多くの
大企業が自前の研究所を持ち，研究者の集団が
継続的・組織的にイノベーションを生み出して
いった（イノベーションの制度化）。イノベー
ションの源泉を握ることによって大企業は大き
な力を獲得することができた。
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しかし，そうしたイノベーションの努力その
ものがその後のイノベーションの機会を奪って
しまう可能性がある。製造業におけるイノベー
ションは①製品イノベーション，②工程イノ
ベーションによって遂行される。いったん製品
のドミナント・デザインが確立されると，製造
工程はより細部にわたって洗練され，生産性が
上昇する。しかし生産性が上昇するほど製品/
工程における新たな選択肢は狭まっていき，そ
の後のイノベーションを阻害する－生産性のジ
レンマ（Abernathy, 1978）をしばしばもたら
すことになるのである。また，近年ではイノ
ベーション理論の大家であるクリステンセン

（1997）がハード・ディスク業界の分析を行
い，そこで最も成功し，特定の技術において支
配的な地位を獲得した優良企業が，その成功ゆ
えに「破壊的イノベーション」を携えた後発企
業に放逐される可能性が高いことを指摘してい
る。彼は破壊的イノベーションから企業を守る
ために①破壊的技術を求める顧客を持つ組織に
任せること，②組織の規模を小規模にする（市
場規模に合わせる）こと，③新たな成長市場を
見出すこと，の 3 つを指摘している。イノベー
ションの持続的な創出という観点からみた場
合，現代の企業にとって大規模な組織を擁する
ということは必ずしも重要な利点ではなく，む
しろ重荷になってしまう可能性がある。

また，近年ではイノベーションのオープン化
が進展し，製造者のみでなく，ユーザーである
個人や企業がイノベーションをリードするとい
う現象が生じている（von Hippel, 2005）。イノ
ベーションの源泉とプロセスは企業の内部に止
まらずよりオープン化，分散化が進展してい
る。そうしたユーザー，とりわけリードユー
ザーとの関係をどのように構築していくのかが
企業にとっては重要な課題になりつつある。

イノベーションは企業が存続・成長を続けて
いく上で必要不可欠である。外部化したイノ
ベーションの源泉をいかにして内部化していく
のかが今後ますます重要になっていくであろ
う。

Ⅳ．巨大化からネットワーク化へ

これまで大企業にとってカネという資本，官
僚制というハードな組織，イノベーションの源
泉を企業内部に確保することは当たり前のこと
であり，そうした要因を確立することによって
大きな力を獲得することができた。しかし知識
労働者の台頭は組織内部の従業員の流動化を招
くこととなった。官僚制が企業組織にもたらす
ジレンマに対処するため，組織をできる限り小
さくしていくこと，環境の変化にいち早く対応
するために固定的な部門からチームの活用など
の，より流動的な組織編成原理に基づいて組織
を構築することが求められることとなった。イ
ノベーションのオープン化によってもはやイノ
ベーションの源泉を社内に囲い込んでいくこと
は難しくなった。

現代の企業は外部企業に所属している（また
は独立している）知識労働者の力を利用するこ
とを求められている。彼（女）らとの良好な関
係を維持・構築し，必要な時に活用することが
できること，企業規模を小さく維持する一方で
他の企業との協力関係を絶えず構築することが
求められている。またイノベーションのプロセ
スはユーザーとの関係を通じて構築されるた
め，これまでの売り手‐顧客といった一方的な
関係でなく，双方向的な新たな関係の構築が求
められている。これらの要素をうまく活用すれ
ば，企業はより大きな成功を収めることができ
る。しかし，あくまで内部成長にこだわろうと
するなら，そうした努力はもはや限界である。
企業はこれまで内部構造の構築と，巨大化を志
向する成長にこだわってきたが，そうした方向
性は現在，大きな転換点を迎えている。ペン
ローズは企業成長のメカニズムを解明した先述
の 著 書 の 第 3 版 序 文 に お い て，1972年 の リ
チャードソンの論文を引用しつつ，以下のよう
に論じている。

・・・企業と市場という二分法は，経済学者
の分析思考の重要な基盤となっている（が），
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この基礎概念が経済組織の分析にとっていかに
不適切かを明らかにした。彼（リチャードソ
ン）は，企業／市場という二分法の考え方その
ものに挑戦し，調整には三つの手段，すなわ
ち，命令，協働，市場による調整があること
と，企業間の連携が企業の境界を曖昧にしつつ
あることを指摘した。

企業間の連携のネットワークが普遍化するに
つれて，アライアンスやアウトソーシングに代
表される新たな戦略・マネジメントの手法が求
められるようになり（山倉，2007），そうした
戦略の苗床となる企業外部における新たな資源
－ネットワーク資源（Gulati, 2007）や社会関
係資本（social capital）（Coleman, 1994）の重
要性が認識されるに至っている。

こうした巨大企業からネットワークへの転換
を俯瞰したうえで，本稿の冒頭で触れた近年の
日本企業の衰退傾向について改めて考えてみよ
う。明治維新以降，および第二次世界大戦以降
の日本企業は企業組織モデルのイノベーション
を忠実に再現することによって海外の競争相手
に急速にキャッチアップすることができた。そ
うすることによってある時期まではきわめて高
い効率性を発揮することができた。しかし内部
成長にこだわるあまり，終身雇用で従業員を縛
りつけ，意思決定に時間がかかる組織構造を温
存してしまった。さらにイノベーションのオー
プン化にも乗り遅れてしまった。こうした硬直
性ゆえに海外の多くの企業が国境を超え合従連
衡を繰り返す一方で，内向き志向になった日本
の巨大企業はガラパゴス化しつつあると指摘さ
れてきた。自動車や家電・エレクトロニクス産
業に代表されるかつての日本の完成品メーカー
は企業系列という，企業間ネットワークにおけ
るイノベーションを実現し，非常に高い生産性
を獲得することができた。しかしそれは基本的
に国内という狭い世界においてのみしか実現さ
れなかった。現在では逆に部品メーカーがグ
ローバルなネットワークを活用・参加し，一定
の成功を収めているが，個人的な見解では完成

品メーカーの多くにはそこまでの思いきりが見
られないように感じられる。より広い視点で，
内部成長から転換して企業外部にある組織間
ネットワークをいかに構築していくのかが，新
たな活力を取り込むために求められるのではな
いか。

Ⅴ．結び

本稿では企業の進化プロセスとその限界を論
じた上で企業のネットワーク化への流れについ
て論じてきた。今後の研究課題として，組織間
ネットワーク構築における個々の既存の問題‐
アライアンスやアウトソーシング，サプライ
ヤーシステムやM&A&Dの分析・解明を行う
こと，企業および組織間ネットワークが埋め込
まれている社会およびそこで働く個人にいかな
る影響を与えるのかについて考察を行うことと
したい。また難しい問題ではあるが組織間ネッ
トワーク編成におけるイノベーションを考察す
ることによって，この領域における新たな視点
を展開していくことを目指すこととしたい。
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